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説〉
はじめに
日本国憲法五一条は「両議員の議員は、議院で行なった演説、討論又は表決について、院外で責任を問はれな
い。」として、
いわゆる国会議員の免責特権(以下、議員免責特権)を保障している。議員免責特権をめぐって日
本では、とりわけイギリスにおける歴史的、理論的展開を追った実証的研究が多く行なわれてきており、主にこれを通じた憲法五一条の解釈が積み重ねられてきたともいえる。もっとも、憲法に定める統治制度をめぐっては、その多くが同じ源流をたどるとしても、各国固有の歴史や理論のもと、その実際の運用が各国で変容することはめずらしくなく、議員免責特権もその例外ではない。そこで議員免責特権についても、その母国ともいわれ イギリス以外 国々の展開はこれまであまり省みられることがなかったも の、この制度のより多様なあり方を模索するという意味で、それ以外の国の制度を検討することもまた意義のあるこ と思われた。 こで本稿 は、アメリカにおける議員免責特権の保障規定である、合衆国憲法の発言・討議条項(∞宮 
2F2
ロ め ず 巳  
σ
己主路)の
成立と展開について検討していくが アメリカを主な素材とした理由は次のようなことである。
それはまず、イギリスと同じ英米法として一括りにされるアメリカの発言・討議条項をめぐるアメリカ独自の
展開を見ておくことで、母法を継受したある国の法がいかな 独自の展開を見せてきた かを知ることができると考えたからであるが、さらな 積極的理由として、
アメリカでは、発言・討議条項をめぐる様々な事件につい
て連邦最高裁が司法判断を示してきたことからも この 日本の議員免責特権の解釈にも示唆を与えてくれると考えたことが挙げられ 。議員免責特権をめぐっては、日本でも一定 解釈がなされるもの 、この特権の本質や適用範囲について全ての点 解明され とはいえない。それは、憲法における諸規定 内容 ついては司
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アメリカにおける議員免責特権について
法審査との関係で解明されることが多いものの、特に議員免責特権を始めとする統治機構に関する憲法規定をめぐる司法判決は極めて少ないことがその一因ともいえる。その点アメリカでは連邦最高裁が、歴史的に発言・討議条項の内容形成に重要な役割を果たしてきたこ に加 、とりわけ一九七 
0
年代前半以降、発言・討議条項の
適用範囲をより厳格に理解し始めたように、 れをめぐる一定の議論 蓄積がある。さらにアメリカにおける発言・討議条項の保護射程をめぐる議論は、日本における議員免責 権のそれと微妙に異なっていることからも、制度のあり方を考える上でも適切な比較対象となる。こうしたいくつか 検討理由があるにもかかわらず、日本におけるアメリカ議員免責特権の研究は今もって少ない状況にあが 
そこで、これについてその本質や範囲と限
)O
界を整理し検討する意義は、今なお残されているものと思われ釘 
o
以上の点を理由として本稿では、
アメリカにおける発言・討議条項について検討していくが、その内容は以下
の通りである。こでは、 
アメリカにおける発言・討議条項の起源について概観する。三では、アメリカでの発
言・討議条項の正当化理由などにふれ、発言・討議条項の特質について概観して く。四と五では、連邦最高裁判決を主な素材として、保障対象人物や行為 範囲と限界につ て検討す 特に五では、アメリカで一九七二年を境に連邦最高裁によ 発言・討議条項の適用行為の範囲が限定化された する指摘もあること らも、七二 以降一九八
0
年代に見られた保障対象行為の限界に関する学説を検討し、あわせてそうした限定化の時期
に見られた発言・討議条項によらない免責を求めた訴訟 見ておく。最後に、こ らで得られた知見を通じて憲法論への示唆を呈することとする。
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発言・討議条項の起源
イギリス議会特権の継承
アメリカ合衆国憲法第一条六節には、「(上院または下院の議員である)彼らは、それぞれの議院における発言も
しくは討議について、院外のいかなる場所においても審問されない
( 向 。 円 山 口 可 印 ℃  
凶 門 出 。 己  
ωク
同 
o o n F
。 門口めず巳OEO-
F m
と示されているように、連邦憲法制定以前に制定された三州(メリlランド(一七七六年)、F
O
H H 2 Z
l
ミ岳山口  
告 。  
ω己 。 ロ め ( ご ロ  
可 。  
F R E R O )
」と定められている。この規定は、発言・討議条項と呼ばれ、そ
の起源は通常、イギリスに求められる。
g u
イギリス権利章典(一六八九年)に見られる議会特権の条項がアメリカでまず採用されたのは、すでに連邦最
高裁判決によって発言・討議条項が「諸州においてあらかじめ強固に創出 て た政治原理の反映であった」
マサチューセッツ

七八  
年 ) 、
ニ ュ  
ハンプシャ  
1
(一七八四年))
の憲法であった。各州憲法にこうした条項が挿入されたのは、

メリカ合衆国の建国以前の一七世紀に登場したアメリカ植民地の多くが、他ならぬ元イギリス人の手により築か
れ、各植民地議会 創設 あ は 既存のイギリス議会 度の理解が反映された 他ならない。

各州憲法において発言・討議条項が挿入されたのには、しかしながら、イギリス法の伝統をそのま 継受した
といった形式的な理由からだけではない、より実質的な理由があるといえる。それは、当時の各植民地では、そ
ア
の地のイギリス総督(円ミ巴向。
5 5 2 )
の持つ大権(℃  
55B
音。)と各植民地議会との対抗関係が見られたことか
ら、各植民地議会が本国議会に対抗するため 自らの議会特権(℃ユユ認。)を主張するといっ 状況になったか
_.司、
一
、、ー"
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アメリカにおける議員免責特権について
門 目 白
。 三 え の 。 口 問 円 。
」といったものであったが、これ
は 「 同 ，
F主 任 。 同 円 。 。 門 目 。 目 。 同 省 。 ゅ の
乱含
門 口
5 2 0
己E m ω
宮司
R - E E S F
。口 間 宮 ロ
でもほぼ異論なく採用され、現在の発言・討議条項になっていったのである。
( リ 。 ロ 〈 ⑦ ロ 民 。 ロ )
(一七八七年)
らである。このような状況において、各植民地議会が、国王大権との対抗のために議会特権を主張することはあながち奇妙なことでもなかったであろう。
とはいえそこには、各植民地議会による特権の主張をめぐる法理論上の難問が、国王大権との関係ではなく、
H H 2 Z E H ) g s o
各植民地の本国議会であるところのイギリス議会との関係において生ずるのであった。国王大権との対抗関係の
ιESM
中で歴史的に形成されたイギリス議会 特権はもともと、いかなるものに対しても排他的に主張しえたのであり、それは、イギリス議会がその排他的権限をいかなる形で 移譲しないと うことをも意味する そこで、各植民
O
地議会が本国議会と同様の特権を主張することは、本国議会の特権の限定化にも繋がるこ からも、 れが果して法的に許容されるのかという問題が生じたのである。これをめぐっては、その法理論的正当性を見出すこと
EB
は難 いとされつつも、各植民地議会は、しかしながら、実際には特権から派生す あらゆ 権限を行使してい
たというのが実際であった。
F m g 

いずれにせよ、歴史的に形成されたイギリス議会特権が明文化された権利章典の規定は、
アメリカにおける各

州憲法に継承され、その後、州際的な憲法的規定ともいえる連合規約宗門片付
- 2
えの 
同 
号 ロ )
(一七七六年可 

R - E E Bggo
n o c - - s u E B
門 目 。  
広告。。各自己母 
件 。  
佐 川 島  
ρ 5 ω
民 。  
5
巳宮山口可  
ω ω
2 z z - B H ) g s o
仏 。 吋  
口 。  
刊 の  
戸 円 件 。 同 一 ℃  
。 ロ 件 。 同 司  
同」と規定するイギリス権利章典の議会特権条項をほぼ逐語的
に採用したものであることがわかる。その後 らにこの条項の内容は、合衆国憲法制定会議(任。 
ε 5
畏 
巳
β c g t o
決
一七八一年発効)
の五条にも規定された。そしてその文言は、「司
H 2
B
g
o r s
g

E n g m H g ω 

Eg 

107 
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る 以上のようにアメリカの発言・討議条項がイギリスの権利章典の規定を継受したことに異論はないものの、そ
の継受とは、あくまで「文言」のそれを意味するのであって、イギリスの議会「伝統」の本質的継受ではなかったというこ も一方で確認する必要がある。両国の聞には、この特権をめぐる呼称の差異もさることながら、英米の統治制度に関する各機関の性質や権限の根本的な違いを理由とする、より本質的な差異があったのだといえ
、、ー"
一一

イギリスとアメリカとの差異
議会と裁判所
上院である貴族院と下院である庶民院とで構成されるイギリス議会は、伝統的に「議会高等法院(長。
gC10
同 
H d
- E B g
円)」として、裁判所の機能を有する機関であると理解されてきた。しかし、当初より伝統的に
円
裁判所としての機能が付与されてきた貴族院に比べ、庶民院にはそうした権限は当然にして付与されていたわけ
SZE
ではない。つまり、庶民院は、国王大権 対峠の中で議会特権を主張することで、貴族院と同様の裁判所としての性質を国王に対して認めさせていったという経緯があ 。そのような権限を持つこととなった庶民院は その後さらに特権侵害 し積極的に権限を発動するよ になる。それが庶民院による議院侮辱に基づく処罰
( の  
日比)権の発動であった。このことは、議院以外の機関が議院に関する事項について審査できないという
ことをあわせて意味するが、こうした権限もまたイギリス議会特権の 部 あるといえる。
一 方 、
アメリカにおける連邦議会は、こうしたイギリスの議会特権伝統の全てを必ずしも継承したわけではな
かった。
アメリカでは、連邦議会を構成する上下院 議院処罰権について、議員を処罰する権限を各院が保持す
，.由、
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国 百 日 戸  
アメリカにおける議員免責特権について
ることが合衆国憲法に規定される一方、議員以外の者の議会侮辱を処罰する権限については憲法に規定されておらず、 の後者の存否がこれまで問題とされてきたのであった。そして、その後者の存在が認められるとしてもS E i -
2
なお、国政調査権や議員特権に関する著名な連邦最高裁判慌を参照し、「議会侮辱に関する(イギリス)庶民院
g ω )FE
o
の権限と特権については、(アメリカ)連邦議会には適用されない、と連邦最高裁が宣言した」と指摘する考え
E E g
方があるように、連邦議会の収監権限の行使を決定づけるのは、他 らぬ連邦最高裁となった点が注目されるのであお  
すなわちこのことからアメリカでは、①イギリス議会特権論の要ともいえる「議会 
裁判所」論が採用
されず、②特権の範囲 ついて 以外の裁判機関 あ 司法裁判所が判断できる、という 以上の二 特徴的であり、それらは伝統的なイギリス議会特 の理解と決定的に異なるところである いえよう。
司法審査と権力分立
イギリス議会特権とアメリカの発言・討議条項との本質的違いを示すとき、ある論者は、「イギリス議会(己百

回色町  
ユ 
同)の絶対至高性には、連合王国の最高裁判所(任。目
m E2hoc-
え問。巳自)としての伝統が反 

映されており、こうした至高性 司法審査を厳格に制限してきた 対し、アメリカ連邦議会(任。〉
。 。 ロ 唱  
は、統治における同等の一部門でしかすぎない」と指摘している。またアメリカの発言・討議条項を

めぐる著名な連邦最高裁判決でも、「イギリス名誉革命以来、そしてアメリカ合衆国史を通じて、この特権

認⑦)は、立法府の独立と尊厳とを守る重要な保護制度と認識されてきた」と、英米の共通性が示されつ
つも、あわせて「アメリカの統治構造においては、この(発言・討 )条項が、憲法制定者たち より熟議て設けられた権力分立を強化するための追加的機能を提供していお」 示されている。このように、アメリカの発言・討議条項を理解するにあたっては、とりわけ権力分立(の宮島自己 
Z E R O )
原理が強調されることを理解
H
E q w g
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〈論 説〉
しなければならない。このことによりアメリカでは、イギリスのような「議会 
裁判所」論が否定的に解されつ
H
( g - z
つ、発言・討議条項により議会内部での議員の職務行為をめぐる司法 不介入が論じられるのと同時に82
の 側 面 ) 、
所自らが行ってきたといってよい
O
もの的、後述する一八 
八年のマサチューセッツ州最高裁判決に続き、
いかなる議会内での法的問題が司法によって介入されないのかといった解釈については司法裁判
岳の側面)。言い換えれば、アメリカの発言・討議条項をめぐっては、①
議会権限が制度的に無限定ではないことに伴い、必然的に発言・討議条項の限界もまた論じられ、②その限界を論じる主体としての司法裁判所の積極的役割を見ることがで苛る、といった特徴があるといえる。実際にアメリカの発言・討議条項をめぐっては、合衆国憲法制定当初 おいて、政治的解決が図られた のもなくはなかった
一八八一年の連邦最高裁判決でも発言・
討議条項の意味内容に関する解釈がそれぞれ提示されたように、この分野に関する司法裁判所の解釈機能 肯定され、以来、特に一九五 
0
年代以降、発言・討議条項をめぐる司法判決が数多く提供され、司法府による解釈に
よりその範囲と限界が策定されていった。
このようにアメリカの発言・討議条項をめぐっては、議会特権の母国であるイギリスとは異なるアメリカ独自
の運用が長らく続けられてきてい 。ではアメリカ おける発言・討議条項の特質 し はいかなる点を見出すことができようか。以下では、
アメリカにおける発言・討議条項を検討するうえで必要となるであろう諸特徴を
不していくが、まずはこの条項が
いかなる理由をもってアメリカで正当化されているのかを検討する。( n Z
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アメリカにおける議員免責特権について
発言・討議条項の特質
発言・討議条項の意義
アメリカにおける発言・討議条項の意義をめぐっては、通常、①権力分立の原理、②代表性の原理、③市民か
らの自由、以上の三点により説明されることが特徴的である。
権力分立の原理
前述したように、
アメリカの発言・討議条項の意義を語る上でまず挙げられるのが、権力分立原理である。例
えばトライブの著書では、「議会の行為と権力分立」とするタイトルの下、権力分立原理に基づく議会への制限28
民 主  
80
同句。当日
d z a R R R S E
え宮 
ω b E
凡 な
沙 門 。 。 ロ  
m B E )gng
明として、不逮捕特権条項と発言・討議条項とが挙げられている。このうち発
g ω )
ではなく、権力分立原理に基づく議会のための保護制度 
邑
23R
g
言・討議条項についてトライブは 議会が十分な審議を行なう自律性を保てるために、あらゆる脅威から議会を
l
防御する役割があるとし いる。そしてその際、第一に「議会議員の立法行為について審問する 
もしくは審問
するという脅威を示す 
手段として、執行府が、大陪審による調査や刑事訴追を行おうとする企てを防御する」
というこ 、第二に「議会議員が自ら 行為についての弁護を行なうために裁判所に召喚されることによって、自身の立法業務の実施を妨害されないことを保障する」ということの「二つの脅威からの保護」を掲げ 特にこの第二の点がより一般的であるとして る。比較法的 見れば、イギリスやフランスでの議員免責特権 誕生は
l
国王権力から議員の身を守 手段として主張されたことに遡 もの 、イギリスから 独 後には国王権力が存
".司、
一
、、ー"
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2
次に挙げられるのが、代表性の原理である。発言・討議条項をめぐる州レベルでの初期の事例であるの 
ロ 判
O B
在することのなかったアメリカにおいては、議会の「敵」と看倣される権力は、議会以外の他権力となったのであった。権力分立原理を用いて発言・討議条項を正当化しよう する以上の考え方は、こうして広く一般的に見られるようになったといってよ が、ここで強調されるのは、他権力から議会への介入を防ぐという側面であり、その意味で発言・討議条項は、まずは権力分立原理のもとで 、議会以外の他権力からの圧力や介入を防ぐための、「議会」の保障規定 して意味を持つと考えてよいであろう。
もっとも、「議会」の特権と理解するこうした考え方は一方で、各「議院」の特権と理解することはできない
のかといった問いを呈することとなる。これについて先に見たトライブの記述の中には、「 が十分な審議を
PB
行なう自律性を保てるために」という文言を見ることができるものの、それはあくまで「議会自律なのであって、各院 自律が示されてい わけではな 。さらに  
呂ロ〈・。。呂ロマサチューセッツ州最高裁
ロ判決)では、発言・討議条項について、「組織体としての院の特権というのでは十分ではなく、
o
( h g m B g )
判決(以下、院を構成する個々 議員の特権」であり、「議院の宣言す 意思に反対する場合でさえも認められる」とするように、院の特権の側面も肯定されつつも、ここではより議員の特権 しての側面が強調 ることに注意する必要がある。
代表性の原理
決では、自らの利益のために訴追から身を守るという意図から保障されているのではなく、人民の権利 支えるためな
マサチューセッツ州憲法の発言・討議条項について「議員がこの特権を議院の意向に基づいて保持して
いるの はなく、この特権は人民の意思より派生する」も とし、このことから、「これらの諸特権は、 員が
112 

」
の
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である。
つまり、人民の代表者たち(円 
己主語  
ω )
に彼・彼女らの業務を民事訴追や刑事訴追の恐れなく実
行してもらうという意図がある」と理解されている。この考え方は、議員により代表される市民の利益のために発言・討議条項が存在しているという理解に結びつくことからも、権力分立原理とは異なる、議員の代表性を理由とした意義であ といえよう。
この代表性の原理から発言・討議条項の意義を語る考え方は、権力分立原理によって正当化される他権力から
の介入の排除に加えて、さらに別のものからの介入・圧迫の排除が見込まれる。このことについて例えば、先のめ。白山口判決でマサチューセッツ州最高裁は、すでに見たように、「 特権は、組織体としての院の特権というのでは十分ではなく、院を構成する個々の議員 特権なの あって、その個々の議員にこの特権を受ける資格が与えられているのであつて、議院の宣言する音は、「議院の議決や立法という方法によっても奪われな 」 している。つまり、 の代表性原理から発言・討議条項の存在理由を考えた場合に議員は、執行府や司法府のみならず、自らの所属する議院に対してもこの特権を主張しうるのである
85Z
このように議員の業務に支障をきたすことがすなわち人民の利益の侵害となるとす 他権力からの
組織としての 会の保護という視点に加え、市民を代表する議員それ自体が、司法府や執行府、さらには所属する議院の妨害からも守られなければならないという視点で語られていることがわかる。このことから代表性 原理を機軸とする発言・討議条項 理解では、この条項の存在 を「 会」 特権という側面で るだけでは十分ではなく、市民の利益を体現するため 「議員」の特権としての側面で見 必要 あろ  
113 
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市民からの自由
以上のような権力分立原理と代表性の原理を基軸とする発言・討議条項の理解は、
一方は統治機構間の権限関
係をめぐる自由主義的な政治思想を理由とし、もう一方は議会統治における民主主義的契機を達成するための政治思想 理由とした正当化であったといえる。 かし、以上二つの古典的な意義とは別に、議員の「市民からの自由」による正当化根拠もまた新たに示されているといってもよい。
上述の二つの理由付け うち、なかでも特に権力分立原理からの発言・討議条項の正当化理由を示す際に、議
会や議員の「敵」として想定されてい のは、主に執行府や司法府といった権力機関であった。ところが、議員にとっては、そうした権力機関とは無関係 市民からの「嫌がらせ(例えば、訴訟の提起 ど)」の場面もまた想定されるのであり、そのことを視野に入れた発言・討議条項の正当化論がそこに存在するの る。
たしかに、議員が完全な職務 遂行を果たせるためには、こうした市民からの妨害排除のシステムを確保する
べきという考え方も十分成り立つ。しかしながら、議員の職務の遂行にあっては、市民の法的利益(プライヴアシーや名誉など)が侵害される場合も見られる ころであり、その 員が、議院内部での懲罰や選挙以外での制裁を受けないことを疑問視する考えも少なくない。その際に市民が議員を対象とす 訴訟を行うことを通じて、自身の救済を求める いった 法を取 ことは、全て不当なことであるといえる かが問題 なる。そうした観点から学説の中には、旧来の伝統的な他権力からの不当な介入を防御する場面と、他権力による介入 う局面を迎えないような、議員に対する私的な 的追及の場面 区別し、後者の場合の議員 対す 法的追及 可能性を見出そうとする考え方も見られる(ただしこ 考え方は、かならずし 議員 院内発言等 関する法的追及のみならず、院外での行為等に関す 法的追及を含めたものであることに注意が必要であ討 
)0 
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この点については一方で、「議員は、完全なる発言の自由を享受すべきであり、あらゆる人々の恨みから保護
されるべきである。それは、その自由の行使によってその人に対していかなる強烈な無礼をもたらすとしても、である。」と指摘するジェ  
ムス・ウィルソンの古典的文献を連邦最高裁が引用したように、議員の「敵」とし
l
て私的個人である市民を想定することは、かなり以前から発言・討議条項の正当化根拠として用いられていたもいえなくもない。さらに「行政部の侵害に対する法的保護が 表決 基本的目的であったという事実にもかかわらず、判例上は、行政権力の議会の議員に対する刑事訴追の試みと議会 議員によ 違憲行為の主張に関する違憲審査を得るための個人の試みとの聞の区別をしていないように思われ泌」として、他権力からの自由という古典的意味 の発言・討議条項 目的 私的訴訟も含むその他の意味での発言・討議条項の目的とを連邦最高裁判決がまったく区別していないと見 考え方も示されていること も目を向けなければなるま吋 
o
もっとも、ある連邦最高裁判決では、「この特権が:・私的訴訟を回避したいという要求から当初誕生したので
はなく、執行府による威嚇や敵対 である可能性の 司法府で 説明責任義務から解放されるべく生まれたこ
( お )
とは、発言・討議条項の歴史 らみて明らか 」 も指摘さ るように、連邦最高裁は、発言・討 条項をめぐる新旧の正当化理由を意識的に区別して捉え もいる。そこで、執行府や司法府といった権力機関以外である「市民からの自由」も 員 確保されるべきとす 考え方は、より現代的意義を持つ理由として機能していると認識されているという見方もできよう。
「市民からの自由」の確保を発言・討議条項の機能の一つとして捉える考え方をめぐっては、以上のようにそ
れを新たな役割とするのか、それともかねて り認められてきた役割であるとす のか、そこ 隔た も見 れるものの、上記二つの理由とともに 発言・討議条項の正当化理由として挙げられていることは確かである。 
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では次に、そうした存在理由の与えられる発言・討議条項が、実際いかなる法的効果をもたらすのかについて
見ていくこととする。
発言・討議条項の法的効果
合衆国憲法の発言・討議条項について検討する際にまず注意すべきことは、憲法上要求されていることとして、
議員たちが「審問されない権 
(ω}
冨 ロ ロ  
片宮古 
。5
巳)」と規定される点である。そしてこのことは通常、次の二つ
O
g E
の意味を示していると る。それは第一に、発言・討議条項で保障される範囲の議員の職務行為については、その内容に関し「いかなる場所においても」審問されず、証言の必要もないという意味での、「証言(拒否)特
(ZZE
。巳巳買玄『向。)」としての側面であり、第二に、発言・討議条項で保障される範囲のことについては、
立法府、執行府、司法府いずれからの追及があっても、民事上・刑事上 ものを含む全ての法的責任が免除されるという意味で 「法的責任追及 らの免除 
( 5 E C E q E B E E -
芝)」としての側面であれ 
これについては、
裁判所の判決により発生するような法的責任負担の免除にその焦点が置かれる日本国憲法五一条の通説 理解とは若干異なり、アメリカではそうした法的責任が されるのみでなく 議員の正当な職務内容に関しては審問しないという司法の自制論が含まれること 重要であると える。
このことに関連して、
アメリカでは議員の法的責任が免除されることになった場合に、その責任を国が代わっ
て負うことができるかどうかが興味深いところである。もっともアメリカの発言・討 条項の音山義は「審問されない」ことにあり、議員の議院内の正当な職務行為につ ては外部の機関がいかな 審査もしないことに音山味があることからも、議員の正当な職務行為に関しては不 行為 あったかどうかさえ 審査し得ない可能性が高く、
o
".-、
一
、ー，〆一
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その点で国家責任を求める訴訟自体そもそも想定されないのかもしれない。しかしそれ以外にアメリカでは、国家責任 観念自体も日本などに比べて限定されている点も、公務員である議員による不法行為に対する市民の救済を考える上で重要な要素であ といえる。
一九四六年に連邦不法行為請求法の制定により統一的な国家責任法制がある程度
整えられたものの、そこには例外規定があり、文書・口頭での名誉段損については国家責任が及ばないとされる
これについてアメリカでは、
ことに象徴されるように、公務員の不法行為をめぐる国家責任の追及そのものが国家責任法上の限定を受けている。そこで、こうした不法行為に対する責任追及につ ては、公務員個人責任が主とされ、例えば連邦公務員についてはいわゆる回ぞ
0 5
型訴訟、州公務員についてはお巴・∞・。・ゅ  
58
型訴訟により、公務員個人に対する損害賠
償請求がなされてきた。発言・討議条項 関 リ
g
判決(以下、、吋務行為が不法行為にあたるか否かが争点になったが、そこでは国家や州の責任ではなく議員の個人責任やその他
ディングケ 
スでもある斗 
ミ〈
ミ判決)やり。。〈・冨の冨邑自連邦最高裁判決(以下、再富山口自判断山)に至った各訴訟も、議員の職
l
l
g
- H U
・8
連邦最高裁
門戸  E2
の公 員の個人責任のみが議論の対象とされている。このように、議員の不法行為責任をめぐ 国家責任 議論は、基本的にはあまり登場しないといえるであろ 。
発言・討議条項とコモンロー上の特権
さて、以上の公務員の個人責任にも深く関係することであるが、伝統的に主権免責の考え方の強いアメリカ法
の下ではそもそも、国家責任の観念が乏しかっ から公務員個人 対する損害賠償請求 認め ことで公役務による被害者の救済をはかつてきた 、
一方で公務員責任の免除法理についてもあわせて裁判によって確立さ
，_.‘、一一
、‘ー"
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発言・討議条項とコモンロー上の特権とが各々説明されるとき、ともに「免除。 
」という語が頻繁
BEst-
れることとなった。それがコモンロー上の特権である。では、発言・討議条項による免責とコモンロー上の特権による免責 はどのような関係にあるのであろうか。に用いられることになるが、各々は次の点で大きな違いがある。それはまず、発言・討議条項については、もつばら議員を対象としているのに対し、う点である。次に、発言・討議条項が憲法典上に明記された特権で のに対し、コモンロー上の特権は判例法理により形成されている不文の特権であるという点である。さらに発言・討議条項による保護は絶対的免責であるのに対して、コモンロー上の特権は、公務員の職位により絶対的免責の場合もあれば限定的免責の場合もあるという点である。このコモンロー上の特権が議員にも適用されるのかどうかをめぐっては後ほど検討するが、基本的には議員 つい は憲法上の発言・討議条項に基づく免責 中心とされているといってよかろう。
コモンロー上の特権についてはとりわけ公務員全般を対象としているとい
以上では、アメリカにおける発言・討議条項の特質について検討してきた。ではこうした法的特質が、当該条
項の具体的解釈にいかなる影響を及ぼしてい のであろうか。以下では発一言・討議条項の保障範囲について見ていくが、まずはそのうちの保護対象人物の範囲 つい 検討していく。
保障対象人物の範囲と限界
合衆国憲法に発言・討議条項を挿入するにあたりマディソンは、免責の範囲を法で定義することを提案してい
たものの、これについては実際には受け入れられ かった。という も、かのブラックストーンもまた「もし定
四
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義され、定められたもの以外に特権が許されないことになれば、いくつかの新たな事例についてそれを特権の対象のなかには入れないように工夫し、それを理由に、あらゆる反抗的な議員に嫌がらせをし、議会の自由 侵害することは、行政権にとってたやすいであろう」と指摘したのと同様、アメリカでも当初から免責の対象となる範囲を法で確定すること は懐疑的であったからに他ならない。しかし、憲法条項の適用範囲はいかなる場合でも無制限であるわけではなく、発言・討議条項の保障範囲の解釈もまた例外ではない。そこでアメリカでは、連邦最高裁を中心とした裁判所が
いくつかの判決を通じて、保障の対象人物や行為の範囲についてそれぞれ示し
てきた。以下ではまず、発言・討議条項に って保護を受ける対象人物について見ていくこととしたい。
-、
一
、ー"
保障対象人物|議員本人
イギリス権利章典の議会特権条項もそうであるように、アメリカ建国初期に制定された各州憲法の発言・討議
条項には、保障対象者が明示されていない。これに対して合衆国憲法の発言・討議条項 は「(上院議員または下院議員である)彼ら」という文言が明記され、その保障 象者が「議員」であることが明確にされている。もっとも、発言・討議条項の規範的意義を「議会」の特権として解釈するのであれば、そうした文言が明記されていたとしてもなお、より広範な人物を保障対象の中に入れる余地がないではない。だが 議員の代表性の観点から見た発言・討議条項の意義が「議員」の特権であった いうこ に加えて、解釈論でもアメリカではその対象を基本的に「議員」
のみとすることが、初期の同
525
〈 ¥ 目 。  
E38
連邦最高裁判決(以下、 
判拠)にお
E σ 2 5
いてすでに確認されたといってよい。
CESS
この事件は、連邦議会の下院が阿 
に書類の提出と議院への出頭を求めたのに対して、彼がこれを拒否し
119 

〈論 説〉
たことから、これを議院侮辱であるとして下院の決議で彼を収監したことに端を発する。これについて連邦最高裁は、 うした収監権限が議院ではなく司法裁判所にあるとしながらも、収監を決定した下院の決議とその後の収監にい る一連の手続の責任を考えるにあたり、議員とそれ以外の職員の責任を明確に区別した である。す
E
なわち連邦最高裁は、下院の決議に従って百
- σ 2 5
を実際に収監した議院の衛視である叶 
宮 
の責任につい
て裁判所が審査して問えるとした一方で、下院の決議そのものとその決議に参加した議員については、発言・討
E
議条項による保護を受け ことからも、その決議について審査したり議員の責任を問う りできな としたのである。衛視の行為をも含めた「議院」全体の行為ではなく「 員」のみ 行為 法的保護を示したという意味に
ω Z Z ω
おいてこの判決は、発言・討議条項について「議会」や「議院」ではなく「議員」 特権であることを示し、保護の対象を議員のみであることを明示した だといえよう。
一方での  
〈 巴 〈  
-d
巳 宮 内 日  
連邦最高裁判決(以下、  
p g o -
判挺)に至る一連の事件では、議員以外の人物の
証言行為について、発言・討議条項による保護の可能性が議論 な たことにも注意を向ける必要がある。この事件は、連邦議会のの片言。-上院議員が議院内における小委員会 国防省の秘密文書を発表し、さらにこれを私的に刊行しようとしたことが 国防上 秘密情報 入手し広め 罪にあたるかどうかが問題になった際、連邦大陪審がこの議員の補佐(包含)を召喚しようとした に端を発する。これについて当 補佐がそ 召喚状 破棄を申し立てた際、の 
〈巳上院議員もまた、こうした召喚状で以上のような証言させることは議員の発言・討議条
項の趣旨に反すると訴えたのである。これに対して連邦最高裁は、。
5
〈巴上院議員の小委員会での発言に限って
は発言・討議条項の効果が及ぶことから、その部分に関す 質問 できない したのである(私的 刊行に関ては発言・討 で保護される正当な立法上 行為 はないの その契約 関す 証言 免除され い した)。
g B
S
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ω ω
- E 2 - g
いて発言・討議条項の適用を認めなかった同様の判決が以降も続いた。
〈
て原告の第一四修正条項の権利を侵害したか否かが争われた。この事件で連邦最高裁は、開
ここでは、発言・討議条項による保護の可能性を考えるにあたって「議員」以外の人物が登場しているものの、
は、仮に議会の構成員により行なわれたのであれば、免責の対象となるような立法などの職務に関することに発言・討議条項の適用が認められた点に注目する必要があろう。すなわちこの事件では、議員 補佐自身の発言や業務というよりも、議員の議院内での正当な職務行為に関する情報は発言・討議条項 保護され、それについての大陪審による調査を連邦最高裁は認めなかった点に意味があるのであって、議員 職務内容の証言拒否特権の側面から、議員の職務内容に関する発言・討議条項による保護の可能性が示されたのだといってよい。
町、r
一
、帽，一
保障対象でない人物|議会
(議院)
の職員
議員の法的責任の免除や議員の職務内容に関する調査拒否特権とは異なり、連邦最高裁判決の中には、「議会
や議院により権限を付与(き任 長。)された職員」 行為に関する発言・討議条項の適用 問わ るもも見られた。先の同
525
判決もまたそのような事件の一つである。この事件では、民間人を収監する議決を行
なった議院及びそれに参加した議員 責任については発言・討 条項を理由 問えないとする一方、議決によって発生し 収監命令 従いこれ 実施した衛視の法的責任が問われ認められたが、こうした 員以外の人物につ
これらのうちまず一つとして、ロ。日
σ円 。  
ω E
己連邦最高裁判決(以下、口。日宵  
判拠)が挙げられる。
gE
こ 事件では、連邦議会の上院小委員会の宮注自己委員長と同小委 会の顧問が、ルイジアナ州公務員と共謀し
己自己委員長に対す
る告訴については発言・討議条項により却下したものの、原告が裁 を進める上で必要な証言を同小委員会の顧 
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聞に対して求めたのである。次に
3 3 - -
〈 ・ 冨 の め  
2 5 ω
岳連邦最高裁判決(以下、 
3 4
〈色判山内)が挙げられる。こ
の事件では、下院が違法に司。君。口議員から議席を取り上げたとして司。者巳墨賦員自身がこのことを告発したことに
( D C )
ついて、連邦最高裁は、下院での演説者であった玄のの 
昨議員やその他の議員に対する訴訟は却下したもの
の、下院 命令 従い行動した下院職員について忠毛色議員 訴えを認めたのである。この判決では特に、連邦最高裁が当該職員を被告とする訴訟については、その命令を出した立法府の判断に対す 法審査が可能であるとした部分 注目されよう。最後に富。冨巳自判決が挙げられる。この事件では、連邦直轄地であるワシントン自治区 
議会の特別小委員会が、議会議長に対して 
の公立学校に関する調査などを盛り込んだ報告書
を提出し、これを受けた全院(当
ZZ
問 。  
5
め)委員会が、この報告書の印刷及び刊行を議決したことに端を発す
る。実は、この報告書の中には 生徒の個人情報(欠席者リスト、テスト用紙 コピ 
、特定生徒の懲戒に関する記
録など)が含まれており、こうしたことからその刊行が生徒たち 様々な損害 与えるとして、原告が、 
議
会の全院委員会の委員長や構成議員の他、議会職員などを相手取り訴訟を起こしたのである。これに対して連邦最高裁は、議員のみ免責を認め、それ以外 免責を認めなかっ の ある。
以上の判決からは第一に、連邦最高裁は、発言・討議条項による法的責任の免除を検討する際に、議員とそれ
25R
以外の人との境界を明確にしているということが注目される。議員でない議会 が 仮に議会または 院の命
DC
令に従いその行為を執行したと もなお、それに対する が保障され こと ついては批判ができないわけではない。
つまり、議会職員は議会または議院の命令に従って行動をしていることからも忠実に職務を遂行し
たにすぎず、その人に命令に背く拒否権はほとんどないと考えられることから、そうした人だけ 責任を問うのはおかしいといった批判である。こうした批判に関しては 公務員である職員については、判決も認めるように、
l
DC
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コモンロー上の特権が認められる可能性があることに言及する必要がある。つまり議員ではない職員が仮に発言・討議条項により保護されないとしてもなお、他の免責の方法が残されていると考えることもできる。もっとも、宮の冨  
ES
判決では、議員ではない職員についてのコモンロー上の免責もまた認められてはいないことも踏まえ
なければなるまい。
第二に、  
3
毛色判決に見られるように、議会職員の責任を問、っ場合には立法行為に関する司法審査が及ぶとす
る点が注目さ よう。発言・討議条項の意味を考えるにあたっては、議員の職務内容に関する司法審査の自制が含まれているとする が当初からの考え方であった。そこで連邦最高裁は、議員の補佐が裁判所などに出向き、議員の議院内職務行為について審問される場合には、議員職務 関する証言拒否特権が発動されると理解することで、議員の職務行為に関する司法の自制を保つこととなった。しかし一方で、議員以外の人の法的責任を問う場合に、その原因となった立法府 行為に対する審査は司法審査の対象 なるとする。 のことは結果 に司法が議会での決定手続 当否を問うことに り、議員職務の調査 もなっている。つまり連邦最高裁は、議院の内部行為の調査 ついていわば二重の基準を打ち立てたといってよく、その点が、議院内行為の審査に関する司の自制の方法としていかに評価できるのかが注目されよう。 
123 
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五
."町、
一
、、-
保障対象行為の範囲と限界
保障対象行為の範囲に関する基準の歴史的変遷
連邦最高裁を始めとするアメリカの司法府は、発言・討議条項の保護の対象行為の範囲も示していることから、
以下では連邦最高裁判決から見た保護対象行為の類型を確認していく。ただ最初に述べておくと、これをめぐっては連邦最高裁が、保障対象行為の範囲に関する一般基準 示しつつも、歴史的に見るとそれが徐々に厳格化されているといわれている点が特徴的である。
合衆国憲法の発言・討議条項では、免責の対象となる行為の範臨時が「発言もしくは討議」と規定されている。
そこで、この文言をめぐっ は、それを厳格に解してその適用範囲を狭めるのか、それとも緩やかに解してその適用範囲を広めるのかが議論の対象となってきた。これ ついて発言・討議条項の古典的判決ともいえるの。虫ロ判決でパ 
l
ソンズ判事は、「(発言・討議)条項は、厳格に解されるべきではなく、字義にこだわらずに解釈され
るべきで、それによりこの条項の十分な目的が果たされることを望んでいる」と示していた。また、連邦レベルの発言・討議条項に関する初期の同
525
判決でも、「意見を述べ、演説を行い、さらに討議で熱弁をふるうま
でに限定せず、表決や書面による報告、さらに職務の遂行におけ その職務の性質に由来するその他すべての行為にまで、その条項の文言の解釈を広げ討」とする理解が示された。以上 ように、司法府は、当初、その適用範囲について柔軟かつ広範に解釈すべきことを示していたといってよい。
発言・討議条項の「発言もしくは討議」の適用範囲をめぐっては、こうした「拡大説」 もいうべき解釈が司
124 
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法で展開されることになるが、とはいえそれらの司法判決でも無限定な免責を認めるわけではなかった。先のE - σ 2 5
判決が、。。呂ロ判決で示された原則を踏襲し、その適用範囲を広くとらえるべきと示しつつも、より具
体的にどのような行為を免責するのかについては、「議会での職務に関連して、議会の構成員により、議会の開会中に広く行われる事項」であると示したのも、そこに一定の保障範囲が想定されたからに他ならない。そして、
O
その約七 
年後の吋  
ミ判決では、具体的な保障範囲として「正当な立法行為の範囲」とする、より限定的な定
義を示したのであった。もっとも、
一九七二年より前の諸判決では、問題となった議員の職務行為については全
g
て発言・討議条項の対象とされたために、適用範囲基準 厳格化は進んだように見えても、より具体的な各事例における議員の行為 発言・討議条項によ 保護 ついては議員にとって好意的であったと いえる。こ ことからも、これらの判決での解釈は、「リベラルな解釈」である 評されてきたの ある。
しかしこれに対して、
一九七二年の 
dEZ
仏∞ 
〈 ・ 回  
5 4
弓 
連邦最高裁判決(以下、目見当 
判決)は、正
当な職務行為の内容をさらに細分化・厳格化し、「立法上(『包母音色 」行為と「政治的 
な」行為
とに区分し、発言・討議条項で保障される免責の範囲を「純粋な立法上の行為」だけであるとい 基準を示した。そして、これに該当しない行為は、それがどんなに 員の職務行為 して正当なものであ も、「政治的な」
S Z ω
行為に該当すると お、発言・討 条項 よる保護の対象外としたの 。こうした連邦最高裁の解釈をめぐっては新たな限定解釈と考えられており 目見当
ω件。吋判決とともに一九七二年に示されたの円安巳判決に対する
批判は根強く、連邦議会議員 そ らに対する批判 な意見が提示 たり、連邦議会の合同委員会で公聴会が開かれたりしている。 
2q
もっとも、
一九七二年より前の発言・討議条項に関する諸事例では、議員による議決や国政調査などといった
( 3 E a )
Eq
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議院内の審議での行為が議論の対象となっていたのに対し、七二年以降は、議員の議院外での行為や議院内での報告書が議院外に出回る場合の法的責任問題などが各事例の問題の引き金となるものが多く、こうしたことから七二年以降の判決の保障基準がそれ以前に比べて突如として厳格化されたとはただちにいえない節もある。 こでは、その点も踏まえつつ、初期からそうした時期にかけての連邦最高裁判決を通じて、具体的に問題となった免責対象行為 範囲について見てみることとする。
-町、
、、-"
一一
保障対象行為
先述の百
- σ 2 5
判決では連邦最高裁が、発言・討議条項で保護する行為の射程として広い意味での議員による
議会での職務行為を挙げたように、連邦最高裁は、基本的に立法審議の過程に直接関係する議院内部での行為を当該条項の保護の射程と考えていること わかるが それらをより具体的に示すと以下のようになる。
1
各議院や委員会での議決
5525
判決は、議員以外の人による議院侮辱に対する処罰権の行使を議院権限ではなく司法権限であること
を示した判決であることは有名である。しかし発言・討 条項 関連して当判決は、処罰を決めた 院の議決にE ついては発言・討議条項に基づき免責されるとし、議決に参加した各議員の責任を免除している。ま 玄 豆一ロ判決では、議院の委員会に提出された報告書を外部で刊行することについての議院での議決が立法行為その
z-
ものであり司法審査を受けないとしている。
日本国憲法五一条に免責の対象行為として議員の「表決」が明記されているのとは対照的に、合衆国憲法の発
言・討議条項には免責対象行為として「発言と討議」としか書 れておらず、「表決」の文言は見当たらない。
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とはいえすでに述べてきたように、
アメリカの発言・討議条項をめぐる解釈では、その文言に囚われることなく
議員の職務行為を広くその保護の対象範囲としてきたことからも、こうした議決についてもその対象範囲に含めることに特に異論は見られない。
2
国政調査権に基づく議員の院内での質疑
アメリカにおける議院の国政調査権は、「含意の権限」であるところの補助的権能とされるものの、国政調査
権に基づく議員の議院内行為が、議員の職務であることには違いない。こうした国政調査権に基づく議員の行為が発言・討議条項の免責の対象になるか否かをめぐっては、一九五
0
年代における議会の非米活動調査をめぐっ
て特に問題が顕在化した。非米活動を調査する議院の委員会では 議員が、召喚された証人に対 て思想良心の自由にも抵触しかねない相当程度 私的事項に関する質問をし、そうした発言を証人に強制したりすることが大きく問題となったのである。
吋ゆロロ可判決では、カリフォルニア州議会における非米活動委員会で、州議員が証人に対して行なった国政調査
権に基づく質 が、発言・討議条項により免責されるか否かが争点となった。これについ 連邦最高裁は、当該委員会 ついて「常任委員会によるかもしくは特別委員会によるかを問わず、国政調査権は、代議政において確立した原則の一部分である」とし、委員会には証人を召喚し、証言 求める権限がある した。そして法廷意見は発言・討議条項による保護について 及し、「政治的激情の時代 、不正もしくは復讐的な動機が議会の行動の起因となっているとされ、それが容易に信じられやすい。裁判所はそのような争 の めの場所ではない。自己紀律と投票権者が、かかる濫用を阻み、またはそれを正 究極的な拠所でなければ らぬ」として 院内での非米活動調査に関する司法の自制を説き、発言・討議条項により議員の質問行為を不 し 。 
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り 。  
議院の国政調査権に関しては本来、二疋の制限が認められるのが原則のところ、判決や運用によりそれはすで
に理論上の原則となってしまったと指摘され、司法府もこの分野ではことさら自制をきかせているようにも見えなくはない。こうした かで、同判決ではダグラス判事が、委員会での私的事項に及ぶ国政調査には制限が認められ ければならないとする反対意見を述べ、議会での審議で一定 被害を受けた市民の救済を示唆したことは注目できよう。とはいえ、国政調査権に基づく発言を司法による審査の対象としないとする原則は、その後も
E
可gE
判決で承認され、開 
m E - m E
門 戸 〈  
- d E H O
己 ∞  
∞2 i 8 5 8 . ω P H H
丘連邦最高裁判決でも、国政調査権に
E Z ω
基づく民間非営利団体に対する議院小委員会への召喚状の発令について、議会での「審議過程及び意見交換過程に不可欠な部分である」とするの
5
〈巳判決の文言を引用しつつ、発言・討議条項に基づく司法の自制が示される
ことになった
3 
EE議会(議院)
富 。 冨  
判決では、「議員が、特定個人の身元がわかるような委員会の審問の内容を報告書に引用し、各議院
の命令に基づく印刷物の作成
の議長に対しその報告書を提出すること」 つ ては発言・討議条項の保護 対象 なるとしている。しかしその報告書を議会の命令で印刷した場合、 の印刷物には市民の法的利益(名誉感情など)の侵害を引き起こす可能性 ある内容が含まれていると ら、そうした印刷物の作成に関して発言・討議条項はど うな関係に置かれるのかが一つの焦点となる。これについては同判決で、議会の命令に基づく印刷物の作成そのものの法的免責の当否というよりも、発言・討議条項の適用については、それ 印刷物が議院内部で配布されるか それとも外部にも配布され かが重要であ とし、外 配布されるような場合に、その保護 対象から外れるとしお 
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り、議院の開会中に広く行われる事項」であるとしながらも、その「議院の開会中に広く行われる事項」について「立法過程 適正な機能に関連するすべての行為(巳
-gE51E
巳包  
gFO
巳 
号昆口問。ご  
己主語
5ER
Z - 8
官 。  
保障対象でない行為
一 八  
00
年代から一九六
0
年代のの。昆口、同日
- σ 2 5
、ロロミ、』。  
の各判決では、各事例で問題とされた
g g D
議員の行為について発言・討議条項による保護を認めてきており、保護行為の限界があまり問題とされてこなかったことはすでに述べた。これに対して一九七二年のの
5
〈巳判決、回  
・
〈ω件 。 円 判 決 以 降 、
H
0d
一定の議員の行為に
関する発言・討議条項の不適用を示す連邦最高裁判決が登場するようになり、免責 現実的に論じら るようになっ的。特に
F222
判決では、発言・討議条項で保護される行為の判定基準として「純粋な立法行為」
という概念が持ち出され、議員 「正当な職務行為」を「立法上の」行為と「政治的な」行為とに区分し、その前者に該当しないものについては、それがどんなに議員の職務として正当なものであったとしても、発言・討議条項の適用対象と らない する基準が示され、 のことから 般的基準そ ものが非常に厳格化されたように考えられた。
もっとも、ここで留意すべきは、出兄君巳
2
判決が、これらの行為につき発言・討議条項の適用対象外とする
は自
525
判決以来の伝統であるとして、判例の継続性を強調する点である。つまり回見当
ω百円判決は、保障
対象行為としてはあくまで、かつての百
] σ 2 5
判決で示された「議院での職務に関連して、議院の各構成員によ
」であるということを示したにすぎないと考えているのである。
さて、「立法上の行為」基準を示した切兄君
22
判決では、これに該当しない議員の具体的行為として、①行政
，-、一一
、-
2 M 3 )
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2

機関とのアポイントメント、②行政契約を確実に行なうための手助け、③ニュースレターや記者会見の用音品、④議会内発言 議会外での伝達などが例示されていお 
o
こうした例示も参考としつつ、以下では、いくつかの具体
的な免責されない行為について見ていくこととする。
1
議員の純粋な私的行為や院内での暴行行為
発言・討議条項による保護の対象とされない行為について細かく見ていくとき、問題なく保護の対象とならな
い行為があることが推察される。それは、議員の純粋な私的行為や議院内における議員による殴打などの暴行行為である。まず前者については、発言・討議条項の保障の意義は、議員の私的利益の保護ではなく議員が代表している市民利益の保護であり、連邦最高裁判決も「 
宮内。円。昨」(芹は議院)を発言・討議条項の保護
射程と考えることからも、保護対象とならないことが自明といえよう。また後者については、連邦最高裁判決で具体的に確認されたことはないものの そうした行為が職務に附随して「仮に議事堂内で偶発的に行われたとしても」保護されないと理解されており、保護対象と考える必要はな と考えられる。
一方、発言・討議条項の保護対象とすべきか否かについて実際に問題となり重要な議論が展開されたのが、次
の二つの問題であった。
金銭の受諾を理由とする議員の議院内発言
一つは、金銭の受諾を理由とする議員の議院内発言に関する司法審査は可能かといった問題である。これにつ
いては、議員が議院内での発言をしたことの見返りとして金銭を受けたのか、それとも議員が金銭をすでに受けていることをその動機として議員が議院内での発言をしたのかによって、連邦最高裁 対応が変化してきた
まず、検察から起訴されていたある私的組合に便宜となるような発言を議院で行った下院議員が、その組合か
F o E ω E g ω
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らその後金銭を受け取っていたことについて共謀罪が成り立つがどうかが争われたのが、】。 
判決に至る事
件である。この事件で第一審は議員側の有罪を認めたものの、第二審はこれを破棄した。上告審である連邦最高裁は、当該議員の共謀罪を成立させる めには、問題となる議員の発言 私的利益を守る めに行なわれたか、良心に基づいて行なわれたかなど、発言内容の動機を審査し ければならないが、発言・討議条項はそうした司法審査を認めな ことからも、発言の結果を理由として金銭の支払い あったか否かも審査できないとしたのであ る 。
一方、議員の収賄罪成立の可否が争われたのが回見当巳 
判決に至る事件である。この事件では、金銭を受け
て議員が議院内で一定の発言をした とが便宜を図 たことの一つとされており、被告議員は、 のことについての調査をめぐり、司法に対して発言・討議条項を理由とする審査 自制 求 のである。この事件で連邦最
g g
高裁は、そもそもそうした金銭を受けた収賄は犯罪であり これは「何ら立法上 手続でも機能でもな吋」こと
からも立法上の行為とは関係ないとした。また連邦最高裁は、「検察側は、賄賂の不正授受に基づいて、被告議
員の行為がなされたかどうかなど立証する必要はない。 いうのも こで犯罪 されるのはまさに賄賂を受け
取ることなのであって、不法な契約を実施したことでは い。例えば 法案に賛成票を投じ こ の見返りに賄
賂を受け取った明白 証拠がある しても、これに対し 実際にはその法案に反対票を投じたと う明白な証拠
があるとしても、それにより賄賂の本質を変え り、議会が悪 であると考える行為の範囲からそうした行為だ

R
け外したりすることができるであろう的」として、この収賄が立証されるために 実際に贈賄 意図する立法上の行為 実施されたか否か無関係であるとしたのである。
以上のように連邦最高裁は、』。 
ロ判決では、議員の議院内での発言後の金銭授受をめぐり、議員の立法行
F58
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】 。  
リF D ω
為そのものや発言を行なった動機にそうした金銭授受があったかどうかについて、議会内部の問題であるとして裁判所の審査権自体を否定した。これ 対して回日君
22
判決では、金銭を受け取った後にした議員の院内での
発言行為の審査はそもそも不必要であるとしながら、議員に対して公的な行為の見返りとして報酬を支払ったという贈賄側の認識 と、議員が金銭を求め、受け取るまたは受け取る合意をしたことを立証すればよいのであって、職務 とは関係なく犯罪行為の成立がありえ としたのであ 。
前者の事件は共謀罪の成立、後者は収賄罪の成立がそれぞれ問題となることから事件の性質は異なるものの、
議員の議院内での である発言が、金銭受取りの前後のどち であるかにより司法審査の自制に差が生じたのは事実で る。これについて 一般的に 後者の事件で発言・討議条項の保障範囲が限定化されたと見られているようであるが、そ ような中 、この両事件の解決方法に一定 批判を 問題提起をしたのが、リ
1
ンス
ティーンとシルバーグレードの所説である。
l
ンスティーンとシルバーグレードは、金銭授受をめぐる守 
判決と∞足当巳
2
判決とを比較し、まず
F 5 8
。ロ判決が金銭を受け取ることを目的として議員が院内での発言をしたかどうかの審査は発言・討議条項を
理由にできないとした点を批判す 。彼らは、金銭の受取りは立法行為とは無関係で るとしつつも、議員の議院内での発言であれば発言・討議条項の問題はたしかに生じるとする。しかし彼らは、 
判決の法廷意見
τ F 5 8
が、起訴により議員に圧力が加えられるのではないかといった点を強調しすぎであり、これによ 議員のいかなる行為についても「特権が与えられた行為」として、そ 発言をす 動機も含めた全ての審査が き くなることを批判する。そして彼らは、発言・討議条項の趣旨につ て「国内外 政策を執行する執行府を批判すの保護にある」として、金銭授受 関する起訴でそ が侵されることはなく、さらに仮に がそう た 
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議員に何か嫌がらせをしようとするのであれば、このような起訴ではなく別の手段を用いるとしている。
一方でリ  
l
ンスティーンとシルバーグレードは、賄賂を受けて行ったとされる発言が問題となった目見当巳
2
判決についても批判をする。彼らによれば、選挙民から集めた金銭は、正当な政治資金か不当な賄賂であるのか区別が難しいにもかかわらず、金銭授受に関 議員と選挙民と 関係 あまり公表されず、あいま な証拠により賄賂として起訴されること あることからも、「正当な議員の動機と不当な議員の動機とを確実に区別する基準がないこ からも、収賄罪の適用についてはその時々 基準に従った司法による主観的 了解となってしま切」とされる。そして彼らによ ば、そうであるにもかかわらず、連邦最高裁は「議員の動機 良し悪しを判断する明確な基準の存在を提示したわけではない」ことからも、議員は免責されない行為の範囲を知ることができず、自由な職務の遂行が妨げられる場合もあるとされるのである。
z d
さらにリ 
l
ンスティーンとシルバーグレードは、回 
〈ω宮門判決において、議員の行為がいかなる動機のもと
に行なわれてい のかが問題となるのではなく、 賂を受け取った どう のみが問題であり、それ 至った動機の審査はそもそも不要であると示されたことにも批判をする。彼らによれば 演説や投票が、 金銭授受の結果として」行なわれたのであ ば、 れはやはり金銭授受 のものが演説や投票をしたことの動機であることを連邦最高裁 忘 るとし、暗黙のうちに裁判が、議員の立法過程に与えている効果を考えていないことを批判するのである。
このように議員の議会内発言と密接に関連する金銭授受の刑法上の罪を審査する司法府が、そうした金銭授受
と議員の院内職務行為とは全く関係の こ と自ら判断して審査を進めること めぐっては、暗黙のうちに議員の立法過程に対する一定 圧迫と ること あわせて危倶され ことに る。というのも、すで 述べたよう
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3

にアメリカでは議員が法的責任を負うこと以上に議院内の議員職務行為に関する審査の自制が発言・討議条項から導き出されているからに他ならない。議員の院外での犯罪行為の動機の審査に関するそうした問題が登場したのも、こうしたアメリカでの事情があるといえる。しかし、一方で 院内で 議員の発言行為 審査に関する司法府 自制がかように強く機能してしまうとなれば、あらゆる犯罪行為について同様の結果をもたらす可能性も否定できず、議員に特権的地位が過大に与えられてしまう危倶が懸念されるのも当然であるともいえる。そうした観点から見た場合、連邦最高裁が司法審査を以上のように及ぼしたことは必ずし 評価 きないことではないで あ ろ 、 っ 。
院外への公表行為
一九七二年以降の連邦最高裁判決でもう一つ大きな関心を持たれたのが、議院内で提出され発表された報告書
が議院外で刊行される場合の発言・討議条項の適用 問題となった  
〈色判決である。
この事件は、連邦議会のの
5 2 -
上院議員が、上院の「土地と建物に関する小委員会」議長としてこの小委員会
E
を招集して「ベトナム政策に関するアメリカ合衆国の意思決定 程の歴史」 称する国務省の秘密文書 内容を報告し、その全四七巻を公式記録に掲載し ことに加え、この記録について民間 出版社で るベ 
コンプレス
l
社からの出版のための報告書が編集されたり、また他の出版社編集長との
5
〈巳上院議員のスタッフがこれに関す
る話を交わしていたりするといった報道がなされたことに端を発する。これ 連邦大陪審は、記録の不正保持や国家反逆罪の審問のため、。円安巳上院議員 補佐 先の 版社編集長とを証人として召喚しようとしたも
E
のの、の  
〈巳上院議員は、それらの人物を出頭させ証言させることは発言・討議条項に反するとし、召喚令状は
無効であると主張したのである。この主張について連邦最高裁は、「委員会及び議事に参加している議員によ
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審議過程及び意見交換過程に不可欠な部分」であるとして、 
巳上院議員が行なった小委員会での秘密文書の
P2
公表は発言・討議条項により保護されるとしたものの、「議員がベ 
l
コンプレス社を通じて私的に刊行すること
は、上院における審 に必須なものではなく、その刊行について(大陪審が)審問することは上院の保全や独立を脅かすものではない」として、私的な刊行に関する審問は行うことができるとしたのである。
ところで、連邦最高裁はその際、「我々は、単一の議員とは区別された各院が、委員会の公聴記録、報告書、
その他の書類の刊行やそれらの公的配布 ついて命令した際に生じる問題にふれる必要はない」と註で述べていたように、議院の命令によって議院外に公開される場合と、本件のように議員の個人的判断によって公開される場合とを区別していた。そこで、議員 個人的判断により議院内で取り上げられた内容 議院外 公表されるような (報道機関へ 議院内演説の事前通知、会報、テレビ出演など)には 後の出口
〈 ・ 可 円 。 比 百 円 円 。 連 邦 最
R E58
E58
高裁判決(以下、図書 
判拠)で、発言・討議条項の保障の範囲外とされると判断された。
ところが連邦最高裁は一方で、院内で公表された報告書を院内で議決を採って院外で一般向けに刊行すること
をめぐって、その刊行により一定の法的利益を侵害された される市民による法的責任 追及を認めたこともある。先述した冨の冨呂町呂判決で連邦最高裁は、議院内で議員 布するための公 機関による印刷物や、議院内に限ってその内容を公開することについては免責が及ぶとし がらも、外部への一般的公表のための刊 は免責されないとした。その際に連邦最高裁は、すでに述べたように、院外での刊行を承認するための議院で 議決そのものにつ ては発言・討議条項により 判所の審査対象にならないとして結果的に議員の法的責任を免除す一方で、その印刷に携わった公務員の発言・討議条項 適用やコモンロー上の特権の適用については、議員が委員会内で報告した名誉段損的文書 
( 5
巳)を院外の演説でそのまま読めば免責されないのと同じであるとして認 
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めなかったのである。
つまり連邦最高裁は、議会または議院の決議自体についての裁判所の審査権は及ばないと
する一方、その公表行為自体は発言・討議条項によって保護されず違法なものとして、その決議に従い公表を行なった議員以外の公務員に対する責任を認める方向性を示したのである。
このように連邦最高裁は、議院の命令により外部に示された報告書の内容について司法上の責任が生じること
を示し、公表の実務に携わった公務員の不法行為責任に関する審査権限を保つことで、被害者救済を行っているようにも見える。こうした解決方法については、公務員の負担があまりにも重くな の はないかという懸念も生じ 。 っとも、先のリ
l
ンスティーンとシルバーグレードの所説では、連邦最高裁判決が「純粋な立法行
為」という基準の下で議員の判断決定過程(任命庄の
E85
島古関口円。
2 ω ω )
について発言・討議条項の適用を認
めないこ 自体を問題視する立場から うした報告書などの公刊についてよりストレートに発言・討議条項により保護されな ことが批判される。彼 は、連邦最高裁判決が「この法律違反を構成する め 、議院もしくは委員会において、被上告人( あ )が
いかに話し、議論し、投票し、さらにその他のことをいかに行
なったかについて調べる必要があるか否かが問題である」といった趣旨のことを示したことについて、「演説や投票をしなければ問題はないのか」といった疑問を示している。彼らはそして、「議員が発言し投票しよう、もしくは沈黙を守り行動を慎しもうと決断す 判断決定過程も、発言や投票と同じ立法行為である」 いう考え方を一不し、この判断決定過程を知ってもらう情報を国民に提供す こ が必要であるとする である。彼ら れば、「 般の人々は、自らの投票の権利と、『公役務管理 た の自由な 共的議論』 権利 行使す ため、自国の統治部門の業務について、完全 情報を提供されなければならないことからも」、議員には政策 関するあらゆる情報を選挙民に伝える義務があるとする。さらに、「立法府及び国民 行政機構の無数 非選挙公務員
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リ 
l
ンスティーンとシルバーグレードの所説以外にも見られるところである。例えば出口 
ロ判決でも報道
RFEg
による公共政策行政について完全に掌握する、ということが保障されることによって」、情報の提供機能が権力分立の中で大きな役割をするとし、国民と政府との間でこうした情報を媒介することができるのは、議会であるとするのである。
以上のことから彼らは、議事の内容や手続きに関する内容の公的刊行を、政府の不正を追求する議会と国民と
の聞のコミュニケーション手段として重視する。そして、議員による私的な報告書の刊行などについても、「議員たちが選挙民を啓蒙するのと同時に、国民が懸案事項とされる今後の決定予定の立法に対して、(選挙民の)しっかりと考え抜いた見方を議員たちに示すこと でき」、こうした機能が発言・討議条項 より免責されないとなれば、議会が行政権により妨害を受けるとして、。円山〈巴判決を中心とする連邦最高裁判決を非難したのであった。
議会の情報提供機能の観点から発言・討議条項の守備範囲について再検討しようとする以上のような検討は、
機関への議院内演説の事前通知などについて発言・討議条項の適用が否定されたこ について、やはり議会の情報提供機能 観点から「限定的な」当該条項の適用が批判されること なる。たしかに、こうした判 によって、国民に伝えようとする情報の中に名誉致損的な内容が載っているかもしれないと考えた場合に議員が以後そうした外部公表をできなくなってしまうことを憂慮し、議員に名誉段損的内容を広める自由はない しても、それと公民の知る権利とは調整が されるべきとする指摘があることも興味深い。
とはいえ連邦最高裁の立場は基本的にその後も、。円山〈巳判決や回
5 4
〈ω件。円判決における保護射程を踏襲したも
のと思われ、議員の議院内での正当な職務行為以外については、判例上、発言・討議条項の保障の対象外となっ 
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ていると考えられる。そのような中で、発言・討議条項では免責されないことがそれまでの諸判決から高度に推測される議員の行為に関して、発言・討議条項ではなく、
コモンロー上の特権に基づく免責を主張した事例が
あった。この事例は、発言・討議条項による保護の射程とも大きく関わっていることからも、以下でふれることとする。
F S S E ( 四 )
保障対象でない行為とコモンロー上の特権
l ) ω52E
議員の職務行為をめぐっては発言・討議条項による保護が認められるとされながらも、判例上その職務行為が、「正当な職務行為」のうちの「立法上の行為」に該当しない場合については当該条項による保護がされないこと
が一九七二年以降連邦最高裁で確認されてきた。そこで うした発言・討議条項によって保護を受けないと推測される議員の職務行為について、
コモンロー上の特権による免責の可能性が問題となった事件がそれ以降登場し
た。そ がの 
・ 〈
巳連邦高裁判決(以下、の
EE
巳ロ判決)である。この事件は、養育費強化法制 執
行に反対する活動を展開したメンフィス地区リ
I
ガルサービス所属のめ 
ロ弁護士を批判する内容を盛り込ん
gEE2
だ書簡(及びそのコピ 
を、法務長官、
マスコミ各社及びメンフィス地区リ 
ガルサービスを援助するリ 
ガ
ルサービス組合に向けて送った連邦議会の
ω5
E 下院議員(テネシー州選出)について、 
弁護士がこ
門
れを名誉致損で訴えた事件である。この事件で∞ 
巳巳下院議員は、自らの行為はいわゆる発言・討議条項に
門
よる保護を受けないことを認識してか、 うした行為がコモンロー上の免責対象となる「公的義務の範囲」にあたると主張した。これについて第一審の裁判所では、この行為を「公的義務 範囲」内 あるとし、
コモンロー
F E Z -
上の絶対的免責を議員に認め こ に対して原告が控訴したのが本件であ 。
l
( U F E E - D
l
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連邦高裁はまず、発言・討議条項における免責に関するこれまでの連邦最高裁判決に言及しつつ、議員が法務
長官などの行政府とコンタクトすることについては発言・討議条項の保護の対象にはならないことを確認した。S 一方で連邦高裁は、コモンロー上の特権について言及し、「公的義務の範囲」内の行為をしている公務員については、コモンロー上の免責法理による保護が及ぶことを示 ている。しかし連邦高裁は、①発言・討議条項により議員には自らの憲法 責任を全うす ために相応しい免責が付与されていること、②議員 一般的なルールを定めるなどの憲法で付与された職責と自分 自由意志で引き受ける職責とがあ が、憲法上の免責保障のもとで達成できないような彼らの(義務的な)職務は憲法上何ら要求されていないことなどを挙げ、 ついては、発言・討議条項の範聞で免責を受け ば十分であ 旨を示したのであ刻。以上のことから、本件における∞
己宮宮下院議員の行為は、発言・討議条項はもちろん、コモンロー上の特権に基づく免責の対象にもならな
いとされたの ある。
こうした結論が導かれた同判決についてある評釈は、三つの点でその結論に問題があるとしてい 。第一に、
立法過程における議員の役割についての理解が欠如しているのではないかという点、第二に、
コモンロー上の特
権に基づく免責を導くにあたり、各職務の機能を重視して免責を与えようとするファンクショナル・アプローチの考え方を誤認しているのではないかという点、第三に、議員にはそうした免責が保障されることで、議員が重要な政策について考えることが きるということを考慮していないのではないかと う点である。なか も、憲法上の発一一百・討議条項による免責の範囲 、
コモンロー上の特権による免責の範囲をめぐる審査基準を区別して
いないことに関してこの評釈では、議員 ・討 条項で絶対的免責が保障されるとしてもなお、裁判所がその他の新たな特権を示すことができないことを意味するわけ はないにもかかわらず、(リ 
ぽ判決では、議
F g g
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員の職務の機能を重視した公的な特権の付与が無視されたとする。そして、議員だけ発言・討議条項による免責のみしか保障されないということになれば、(発言・討議条項による保障の範囲が極めて限定化されているとされる)議員は、結果的にコモンロー上の特権が認められる他の公務員よりも、さらに多く 訴訟に対応することが求められてしまうと指摘する。さらにこ 事件で問題とな 書簡の類の差出しは、議員の職務の一部であって必ず行われるのだとし 公的な特権を認めないことにより議員の本質的な機能が恐怖に反められてしまう効果を持つと指摘しているのである。
こうした裁判所の判断とそれに対する批判は、アメリカにおける議員免責特権のあり方を考えるにあたっては
大変興味深い議論であるものの、裁判所としては、憲法上の発言・討議条項の保障以上の免責を議員には認める方向にはないことが、ここで明らかに ったといえよう。
( 五 )
分析と評価
本章では、発言・討議条項をめぐる保障対象行為の範囲と限界について詳しく見てきた。アメリカでは発言・
討議条項の法的効果として、保障対象行為については司法審査が及ば とされる一方、いかなる行為が保障の対象となるのかについては歴史的に司法権が れを示してきたといっ よい。そこで連邦最高裁を中心に発言・討議条項の保障 対象行為が示され 当初は保障対象を広範に捉える基準が採用されつつも、後にそ 基準徐々に限定的に り、一九七二年以降は厳格化さ たと指摘された も とも連邦最高裁の示す基準が厳格化傾向にあるとされるとしても、実際の具体的 行為事例を見てみると、連邦最高裁の考える発一言・討 条項の保護の射程は、歴史的には一貫して「議院内での議員の職務行為」に限られており、判例としてのゆらぎはさほどな
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いようにも考えられる。
たしかに現代における議員は活躍の場が広くなり、その役割も多様化しているといえることからも、発言・討
議条項によって保護される議員職務行為の射程をより広く考えることもできなくはない。いくつかの学説で指摘されていたように、特に議員の情報提供機能を重視し、発言・討議条項の射程を広く捉えるべきとする考え方は、国政調査権の現代的な機能の再考を求める議論にも通じ、注目される。そうした現代的な議員像からしてみれば、連邦最高裁の発言・討議条項の射程の「厳格化」は議員の役割を過小評価するも として批判され 可能性もあろう。とはいえ、一方で、 員の職務行為により市民の法的権利が侵害 ようなこ が実際に起き、その救済がなされない事態も見られ このことが議員 職務に関する免責保障 考える際の一つ 現代的課題であ ことからすれば、現状以上の広い範囲の免責を保障することが果たして正当化されうるのかは難しいといえる。
この点、アメリカの連邦最高裁は、発言・討議条項によって保障される対象行為を議員 正当な職務行為のう

ちの「立法上の行為」として議員活動の核となる部分の絶対的免責を認め、それ以外はでき だけ拡大を な 
でおくという考え方を堅持し、それによって被害を受けた市民への救済 方向にあるとも られる。
もっとも、  
アメリカにおける市民救済の方法に問題がないわけではない。例えば、議会内での報告書の院外での

刊行に関しては、その報告書の公開が市民のプライヴァシ 
を侵害する可能性がある場合、その刊行を議決した

議員の 為に対する審査を裁判所が自制しつつ、報告書の刊行 携わった非議員の公務員 ついての不法行為責

l
任の認定は うとする連邦最高 の解決方法は、議員 特権を拡大し 公 員 過度な責任転嫁となりはしないかといった懸念は確かにある。そこで、市民救済を考 ての判断であ とすれば、連邦最高裁が採用するその方向性はあながち不当であるとも えないものの、本来的には別 政策 救済 手法が取られでもよいであろう。
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いずれにしても、絶対免責の範囲を拡張せずに発言・討議条項の保護射程を守り続けてきた連邦最高裁の姿勢は一定程度評価できるものと思われる。
一方、発言・討議条項の保護射程については司法府がある意味独占的に決定しえるアメリカにあっては、発
言・討議条項の内容を事実上空文化する権限もまた司法府が掌握しているともいえなくもない。そうし なかで司法府の自制が働かなくなり、その「限定化」傾向が加速することになれば、議会への司法の不当な介入が行われる可能性も否定できない。そうしたことを考えたとき、司法府の自制はもちろんであるが、議会及び議員自身についても市民 権利侵害を行うよ な職務行為の発動を事実上慎むべきであり、それにより議会と他権力との均衡を保つことがよき統治を継続するために必要なことであ といえよう。
おわりに
本稿では、合衆国憲法の発言・討議条項の歴史や法的効果、適用範囲とその限界について、建国初期から一九
八
0
年代までのアメリカの司法判決やそれをめぐる議論を主たる素材として検討してきた。
本稿ではまず、
アメリカにおける発言・討議条項については、イギリスの議会特権を明文化した権利章典の文
言を継受しつつも、実際にはアメリカ独自の理解と運用 されてきたことについて示し 。そして、①発言・討議条項は、権力分立、代表性の原理、「市民からの自由」の観点 ら正当化されて ること、②立法府の他権からの不介入が正当化の一理由として挙げられる一方で、発言・討議条項の内容を確定するのは他ならぬ司法権であると認識されていること、③発言・討議条項 は、議員 法的免責の他、議員の正当な職務に関する証言拒否
..Lーノ、
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特権も含まれていることなどが確認された。また条文の解釈に目を向けると、まず発言・討議条項の保護の人的対象は基本的に「議員」とされな らも、それは特に「議員の正当な職務行為」に関する司法審査の自制を意味することが確認された。次に、発言・討議条項で保障される行為 範囲は、当初、連邦最高裁が広範な保障範囲基準を採用しながらも時代が経つにつ その基準を厳格化していったと理解されており、そのこと 学説 どから批判を浴ぴることとなった点を示した。ただし、連邦最高裁で実際に発言・討議条項の適用が問題 なった行為は、当初は「議員の議院内での職務行為」に含めやすい議決や立法行為、国政調査権の行使などであり、連邦最高裁 これらの行為を発言・討議条項の保護の範囲内にあるものと理解してき ものの、途中からそうした行為に該当しない議会外活動等 保障が 論された から、連邦最高裁 それらについて発言・討議条項の適用を認めなかったと うことも一方でわかった。そしてさら 連邦最高裁は、発言・討 条項で保障される対象行為を議員活動の核と る部分にのみ絞って絶対的免責を認め、それ以外には きるだけ保障を拡大をしないでおくという考え方を堅持 、それにより議員の職務により被害を受け 市民への救済を認める方向にあることがわかった。以上のことから得られる知見は、次 よう ことであ 。
まず日本国憲法五一条の解釈では、免責特権の法的効果として議員の法的責任の免除に重きがおかれる一方、
合衆国憲法の発言・討議条項の解釈では、議員の正当な職務行為に関する司法審査の自制に重きがおか いるという点である。もっとも、アメリカにおけ 発言・討議条項の保護射程 確定する権限はもっぱら司法権が保持していること らい問、司法権は一定の審査の自制 図りつつ、その権限によって発言・討議条項 適用範囲を議院内での職務行為に限って ると見ることもでき 。 れによ 結果的には、日本国憲 五一条解釈と合衆国憲法発一言・討議条項の保護の射程は 同じような範囲に収まっているのだともいえ 。
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とはいえ、
アメリカと日本ではその運用についても異なる点が見出される。日本では近年問題となったように
議員の議院内での職務行為に関する国家賠償を求める動きが見られ、この点について日本の裁判所は、
一定の厳
格な要件を課して国賠請求を認めなかったものの、司法の自制論から国賠訴訟そのものの可能性を否定したわけではなかった。これに対してアメリカでは、そ そも国家責任法の不備によるところもあるが、それ以上に「議員の議院内での職務行為」に関する司法審査自制論により そうした請求自体が議論とならな 可能性があることに注意したい。この点、司法権と他の権力との権限関係をいかに考え、これについて各機関 他機関に関する問題への介入の自制をど ように考えるのかが一つ 議論となる。日本の司 権は、その点、議会内での議員の職務に関する法的責任追及については消極的であるとしても 審査 のものは必ずしも 制す 様子はないと考えられる。そこで日本が、合衆国憲法の発言・討議条項のような解釈を導入していくことの当否 そ で われょう。もっともアメリカにお ても司 権には、発一三 口・討議条項の適用範囲をめぐる実質的な決定権があること
MN
を考えれば、その法的効果をどの範囲にまで縮小、拡大するのかに いても司法が決定できる可能性も残されて
いると見ることもできなくはない。吋めロロ 
判決でダグラス判事が、議院の委員会での私的事項に及ぶ国政調査に

は制限が認めら なければならないとする反対意見 述べたことは、市民のプライヴァシーなどの権利が問題と
なる際にも議院内での議員の職務行為につ て審査を自制す き あるのかといったことを考えるよい事例であ
るといえる。また、議会以外の裁判権が、
一定の法的責任を追及するために議院内での議員発言を審査しながら

も、議員そのものの法的責任ではなく国家責任のみを認める国も他に存在す こと らも、比較法的に考えた場
合にアメリカの発言・討議条項をめぐる司 審査自制論も相対的 評価さ る可能性があ刻。と いえ検討対象とした時点での連邦最高裁は、絶対免責の与えられる発言・討議条項の適用範囲を厳格に解することで、
一 { 疋 の
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市民救済をしている部分も見られることからも、その点での連邦最高裁の自制と介入はよきバランスを取っていたのだといえよ、っ。
以上の検討は、アメリカにおける発言・討議条項をめぐる一定の時期における連邦最高裁判決を素材にした限
叶ゆロロ可〈・回円山口門目。〈myωAFHd・∞・ω
られた分析となっていることからも、より新しい動きなど 踏まえて分析したいところであるが、その点につい
O
ては今後の課題とした 。
O
( 1 ) 	
このような問題意識から、筆者はこれまでにフランスにおける議員免責特権の展開について検討してきている。これにつ
いては拙著『議員特権と議会制|フランス議員免責特権の展開』(成文堂、二 
八年)を参照。 
( 2 ) 	
アメリカにおける議員免責特権に関する邦語文献としては主として、宮原均「アメリカにおける議員の免責特権」法学新
報 一  
二巻一 
号(一九九六年)七七頁、紙谷雅子「議員特権」石井紫郎・樋口範雄編『外から見た日本法』(東京大学出版
会、一九九五年)三五頁、寿田竜輔「 員の免責特権アメリカにおける憲法判例の一考察 
」成城法学三二号(一九八九
U 1
ω U 1 ω ( 同 市 山 市 山 一 日 ) ・
年)一一一 一頁などがある。また藤田晴子「議院の自律権」『日本国 体系第五巻統治の機構』(有斐閣、一九六四年)二二三頁は、議院の自律権について主にイギリスをモチーフとして検証した文献であるが、その一三一二頁以下で アメリカの議員の発言免責特権について説明し いる。なお筆者も、アメリカの議員免責特権について修士論文(「免責特権の憲法的考察」(明治大学 九九八年))でふれたことがあり、本稿でもそのときの検討を部分的に参考としている。
( 3 ) 	
宮原・前掲注 
( 2 )
は、アメリカにおける議員の免責特権をめぐる八
0
年代ごろまでの判例をほぼ網羅的に紹介し、検証
を加えている文献であるといえることから、各事例の概要の理解を含め 本稿でもいたるところで参考にしている。もっともこの文献は、時系列 の判例紹介が中心であるともいえるこ からも、本稿では、発言・討議条項の本質論や免責 対象の範囲と限界などの項目に沿った検討を目指すこと する。
( 4 )  	
。
・
OO
i
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〈論 説〉
(却)日本国憲法五一条では、議員が「院外で責任を聞はれない」と規定されることにより、一般的な学説では、「『責任』は、
民事・刑事の責任のほか、弁護士等の懲戒責任をも含むが、政党が党員たる議員の発言・表決について、除名等の責任を問うことは、差し支えない」(芦部信喜(高橋和之補訂)「憲法(第四版)』(岩波書庖、二 
七年)二九二頁)といった記述
がなされる。  
(但)
日本では、国会議員の議院内での職務行為に関してその不法行為責任が関われる局面に至った場合、そこでは被害者が議
員個人を被告として訴える方法と、公務員である国会議員の行なった不法行為について代位して責任を負う国を被告として
E g - t N
訴える方法 採用される そ て結果的には、国会議員の法的責任からの免除を正当化する規定として議員免責特権規定が用いられ 一方で、賠償すべき一定の不法行為が残るとすればそれについて 国の賠償責任は免れないとし、国家賠償責任の認定のために国会議員の職務内容を司 で審査する方法が取られる。日本における例として、最高裁平成九年九月九日判決(民集五一巻八号三八五 
O
頁)を参照。ただしこの事件で下級審は、議員個人の責任が問われない理由として憲法上の議
員免責特権を理由と上げる一方で、最高裁は公務員個人責任否認の法理 観点からの免責を認めたにすぎない点に注意が必
(HC
要である。
(認)
以上の点については、紙谷・前掲注 
( 2 )
四一頁も指摘している。
( お )
宇賀克也『国家責任法の分析』(東京大学出版会、一九九五年)三 
五|三  
九 頁 。
(出)
この訴訟形態は、合衆国憲法修正四条に違反する可能性のある問題が生じた場合 、公務員個人に対して損害賠償を請求
できるというもの 。しかしながら、裁判官や検察官 さらに議員などについては、憲 上(議員のみ)ないしはコモ
ンロー上の絶対免責が保障されることからも、この訴訟形態により、これらの公務員について訴訟が提起されることはない
とされる(宇賀・前掲注(お)三二七三三二頁)。

(お)宇賀・前掲注 お 一二一二頁。
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研究の観点からではあ が、猪股弘貴「国政調査権と司法審査』(信山社 二 
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七年)五一頁以下にも紹介されている。
(訂)コモンロー上の特権について、紙谷・前掲注 
( 2 )
三六頁。
O
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紙谷・前掲注 
( 2 )
三六頁。なお、公的機関の特権をめぐっては、発言・討議条項による議員の特権や政府のコモンロー
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合衆国憲法制定会議では、発言・討議条項をめぐりチャールズ・ピンクニ!とジェ 
ムス・マデイソンの相反する二つの
興味深い提案がなされてはいた。ピンクニ 
の提案では、発言・討議条項の制定では、各院が保障されるべき特権の範囲に
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(忍) Eastland v. United States Servicemen's Fund，421 U.S. 491 (1975). 
(~) Gravel，408 U.S. at 625，cited in Eastland，421 U.S. at 504. 
(;s) McMillan，412 U.S. at 312. 
(~) Id.at317. 
(~) 1 -K-\-1 11 社会J 型車!1.....J{!~基盤縛困E;' I盛{時記」緯はやエい~;号占 ~~AJ fJ時下J嬬，，<..II品いエ時 o ~吋~' Hutchinson v. 
Proximire，443 U.S. 111 (1979) E;'枯智正や崎時， Je百 Turner，Legislative Immunity and Congressional Necessity，68 GEO. L.]. 
783，784 (1980) !1~' Johnson' Tenny' Thompson E;'持軍部込~エぽ価話器国会j贈官ド哨tJ{!E;'!1~実J ド， ~:t之 Zヰ量生当事監:?fi.!1
盤 Jド，;~fJAJ 1l<:J l時Jν;二時。 
(~) United States v. Brewster，408 U.S. 501，512 (1972). 
(ξ) Kilbourn，103 U.S. at 204，cited in Brewster，408 U.S. at 512-513. 
(ロ) Brewster，408 U.S. at 513. 
ド〆・，
よ"。 (ロ) Kilbourn，103 U.S. at 204. 
! ) 
(ご) Reinstein & Silverglate，supra note 16，at 1146. 
刊
誕生
K
(記) Johnson，383 U. S. 
ぽ (~) Brewster，408 U.S. at 526-527. 
皿 (ヒ) Id. at 526-527. 機 
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〈論 説〉
( お )(倒的)( お(部)(訂)( ∞ ∞ )(卸)(卯)(但)(位)(川町)(悦)(何)(何)(肝)( ω )  

とした連邦議会議員により名誉致損を受けるかもしれない小さな個人的集団を守ることに味方して、を市民が十分に情報を
( 2 )  

八頁以下には、 
「一九八 
(m m )  
3 .
。 辻 百 円 円
知らされるべきであるという目標を犠牲にすることを選んだのである」とされる
叶 ロ 門 口 ゆ 戸 め ロ H U H b 口 。 4 5 0 ∞ - m H 件 吋 ∞ 。 ・出口件。FZgロ判決のある評釈者がこのことを指摘しているが、この評釈者によれば、「最高裁は、情報提供機能を実行しよう
〈 2 m g z - M 叫 口 、 』 E h 凶 D O Z E - m 凶 け H H 印 ( ) ・ι
問 。 - ω 宮 古 色 町 印 巴
について紹介する邦語文献として、猪股・前掲注四八頁、宮原・前掲注一
( お )  
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。

E
巳ω?∞ωω司・包ωHH(
巴
MM1hML
・ N 印 Z ・  
の国
- F ・ 同 盟 、 ・  
( 同 庁 } 戸 山 門 巳 の ・ 。 巴 m w ω - n m 凶 ω σ Z c z ・ 出 口 R E ロ ω 。 ロ 〈 ・
こ の 占 …
152 

アメリカにおける議員免責特権について
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・また本判決ではここで、議員に対して一定のコモンロー上の制限的特権を認める余地を示してもいる。
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∞・なお本判決はここで、「選挙された代表者たちは、究極的な意味において、人民	 
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二頁も、連邦最高裁の法廷意見を同様に理解していると思われる。

(川)この点につき、日本の下級審判決においても「議員の当該行為が免責特権の範囲内に属するや否やの先議権を国会に付与

することは国会の自律権を重んずる立場からすれば望まし ことには違いなかろうが、わが現行憲法の規定上これを肯認 
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